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三田社会学第6号(2001)

電 子 ネ ッ トワ ー ク 社 会 の 文 化 戦 争― オ ー ス トラ リ ア の ケ ー ス

経 済 ・情報 ・文化 グローバ リゼ ー シ ョン と高度情報化 政策

関根 政美

1.は じめに一文化的グローバ リゼーションと多文化社会化

 経済 グローバ リゼー ションは世 界の文化的多様性 を駆逐 し、地球 は単 一一の世界 文化によって

覆われ て しまうという乱暴な議論 は近年少な くな りつつあるが、米国流の高度 大衆消費文化の

普及や 国境 を越 える中流社会文化 の発展、そ して、普遍的な基本的 人権観念や 自由 ・平等、民

主主義的な リベ ラルな価値観念の世界的普及(国 際人権 文化の普及)な どによる文化 の収敏 と

同質化は否定で きな い。 しか し、逆説的な ことではあるが、経済 グローバ リゼー ションや基本

的人権文化 の普及や高度消費社会化 は、ます ます世界各地の文化的多様性を進めているように

も思える。

 経済 グローバ リゼーシ ョンは、 世界の移民 ・難民、外 国人労働者の動 きを活発にさせ 、世界

各地 にエ スニ ック ・コミュニティを生み出す。 また、情報 グローバ リゼーシ ョンは故国 ・故郷

との情報 ・文化的つなが りを、国際放送やイ ンターネ ッ ト ・エスニ ック ・メデ ィアの発展 を通

して強化 し、 「遠隔地ナ シ ョナ リス ト」 を生み だす。 さ らに、消費文化の高度化や観光 旅行 の

普及 は、世 界各地の観光 産業 を活発化 させ、伝統 文化や伝統民俗 を商品 として売 りにだす動き

を活発化 させる。 また、 各国は映画 ・文学 ・音楽な どの文化産業の発展 を盛んにする。っま り、

文化 の多様性 が立派な商品 となるので ある。 また、 人権文 化の世 界的普及 は、先住 民族や移

民 ・難民な どのエスニ ック ・マイ ノ リテ ィの民族 自決や文化承認 を活発化 させ、多文化主義社

会を到来させる(近 代化のパ ラ ドックスといってよい)。

 つ まり、㊦ ある特定 の国民国家の文化は、欧米か らの影響 を受 ける と同時 に、② 自己の伝統

文化を維持 しようとす る ヒに、 また、③経済 グローバ リゼー ションの波 に乗って、移民 ・難民、

外国 人労働者によるエスニ ック ・コミュニティーが形成 され、受け入れ社 会の 文化状況は多様

化 して行 くに違 いな いD。 以下で は、移民国家 オース トラ リアを例 に、経済 のグ ローバ リゼ

ー ションが国民国家の多文化社会化を生みだす と同時 に、多 文化社 会化への動 きに反発を感 じ

る人々による排外主義的な動 き(文 化戦争)が 発生 しやす くなることについて論 じるとともに、

近年の高度情報 化、 とくにイ ンターネ ッ トの普及問題 に言及 しつつ、イ ンター ネッ トの普及格

差であ るデジタル ・デバ イ ドその もの、あるいはデ ジタル ・デバイ ド言説が、経済および情報

のグローバ リゼーシ ョンと相侯 って、世界の国民国家 に文化戦 争を引き起 こしかねない状 況に

あることについて論 じたい。
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2.経 済グ ローバ リゼーシ ョンとオース トラ リアの多文化社会化

 オース トラリア連邦が1901年 に形成された際にオース トラリア国民が誕生 した。 というこ

とで、2001年1月 よ り連邦結成 と国民国家形成を祝 って各地で祭典が続 けられて いる。1901

年の時点 では白豪主義国家 であ り、英国系白人文化 と英語を中心 と した同質的 文化国家 をめざ

して、初代連邦 首相バー トンは白豪主義国家 の形成 を高 らかに宣言 して いたが、そ のオース ト

ラリア連邦が100年 目を迎 えて多文化主義国家 となっていた。そ の過程 はどのよ うな もので

あったのか簡単に振 り返ってみたい2)。

 オー ス トラ リア経済 は、20世 紀に入る頃には英 国以外 の ヨー ロッパ との経済関係 を拡大 し

て いたが、本格的な経済グローバル化はなんといって も第2次 世界大戦後 に生 じた。そ の大き

な契機は、第2次 世 界大戦によ り、英国の経済 ・政治的な影響力が国際的 に低Fし た ことと、

英国のEC加 盟であった。戦後オース トラリアはす ぐに米国 との経済関係を強化す るとともに、

経済復興 のために鉄鋼 ・石炭資源 を探 して いた 日本に逸早 く資源供給 を行 うことによ って、戦

前 に萌芽的には じまっていたオー ス トラリア経 済のアジア ・太平洋国家化 の動 きを強めた。 こ

の傾向は 日本経済 の復興 と高度経済成長によって さらに強められた3)。

 英国のEC加 盟 によって見捨て られたオース トラ リアが経済のアジア ・太1T/洋国家化 を進め

ることができたのは、ち ょうどそ の頃か ら日本以外のアジア諸国で も工業化過程がは じま り、

アジア経済が勃興 しは じめたか らで もあ った。 この傾向 は、1990年 代後半のアジア経済 の停

滞期 になって も続 き、結果的には、1960年 代か ら70年 代 にかけて白豪主義 を廃棄 させると

ともに、多文化主義への動き を生みだ した。 しか し、オー ス トラリアの多文化社会化への最初

の動 きは、戦後す ぐには じまっていた。つ ま り、オース トラ リア経済の復興に必要だ った非英

国系ヨー ロッパ系移民 ・難民労働力を大量に受け入れたときか ら開始 されていたのである。

 大量移民政策 は1947年 よ りは じま り、後に多文化主義の原 因の一つ とな るが、それは意 図

せ ざる結果であ った。当初 は白豪主義オース トラ リア経済発展 に必要な労働力調達 という目的

が 強か ったため、移住 者の文化や言語の維持や発展 を認めるという多文化主義 は全 くみ られな

か った。む しろ、オー ス トラリアの英国的伝統文化保護のために、同化主義が導入されていた。

しか し、非英語系移住者達 は後 に、同化 主義は異文化 ・異言語 の存在 を認めない差別的な政策

である と同時 に、社会的不適応を起 こす原 因であ るとして反発 したため、1970年 代の多文化

主義導 入の原動 力となった。 オース トラリア政府 は内外か らの圧力によ り白豪 主義の見直しを

迫 られる と同時 に、強制的 に近 い同化主義を見直 して、1973年 にカナダを倣って多文化主義

を導入 した のであるD。 その結果 、オース トラリアの出身国別人 口と移民供給国は急速 に多様

化 し人口の4人 に1人 は海外出生者、そ して人口の4人 に1人 は非英語系住民 となっていった。

3.反 グローバ リズムと反多文化主義の動き

(1)反 多文化 主義者 の政党ポー リン ・ハ ンソン ・ワン ・ネイション党の台頭

多文化 主義 は、オース トラ リア経済のアジア ・太平洋国家化 と深 く結びつ いているが、それ
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は、 フレイザー政権が多文化 主義 を本格導入す る時期 とイ ン ドシナ難 民の大量受け入れが重な

っていたか らで ある。つま り、多文化主義がアジア系移民 ・難民の増加対策 として も考 え られ

ていたので ある。 しか し、白豪主義が廃棄され急速 に多文化社 会す るオース トラリアで、多文

化主義へ の反発は多文化主義導入後す ぐには じまって いた。そ の反多文化主義の動きは最終的

には1996年 か ら98年 のハ ンソン論争に結実 した5)。

 多文化主義あるいは多文化社会化を もた らした非差別的移民政策 を批判す る動きは、多文化

主義が導 入されて まもな く生 じている。例えば、1984年 のブレイニー論争や1988年 のハ ワ

ー ド論争で ある。前者はメルボル ン大学の歴 史学教授、後者は現首相で あるハ ワー ドが野党 リ

ーダーのときに起 こした もので ある。 どち らも増加す るアジア移 民 ・難民の流 入制限 と多 文化

主義の見直 しを迫るものであった。

 当初、多文化主義 に同情 を示 していた国民 も、多文化主義に投 入されて いく予算の増加 に不

満を感 じはじめたのであ る。 しか も、1980年 代 にな ってオース トラリア経済のアジア ・太平

洋国家化が進む と同時 に、経済 自由化 ・規制緩和 によ るオース トラ リア経済の構造改革や経営

合理化が叫ばれは じめ、民営化な どが実施 され た結果、失業者になるもの、 また雇用不安 を感

じるもの、 また不安定雇用層 にな るものが増加 し生活不安が高まった ことも影響 している(失

業率 は1992年 半ばには11%を 超えた)。 そ こで連邦労働党政権 は、1988年 に 『連邦多文化

オース トラ リア全国政策』 を発表 し、多文化 主義 は人道主義の観点 か らだけで はな く、国益の

観点 か らも正当化できる として、国益論争に決着 をつ けることになった。他方で、多文化主義

は移 民 ・難民の故国 との文化的つなが りを維持す る ことか ら、オース トラ リアの貿易や経済 の

グローバル化に却って役立つ と強く論 じられるよ うになったのである。

 この結果重大な問題が 生じた。すなわち、多文化主義 を支持す る人々は都市 に住み多かれ少

なかれ多国籍企業 と関係をもち、階層的には中流階層 に属す人々であ り、他方で経済グ ローバ

ル化 のなかで リス トラされやす い労働者不安定雇用層であ るとともに、経済 自由化 ・民営化の

なかで経済効率の観点か ら切 り捨て られやす い地方在住の人々が、多文化主義 に反対する とい

う図式が明確にな りはじめたのである。

 都 会人で経済 グローバル化 の恩恵 を受ける人々は、多文化主義 を経済 グローバル化の一手段

である と位置付 け支持するが、地方在住の人々や都会 でも経済グ ローバル化 とともに生活 不安

を感 じ、なおかつ多文化主義 によって、 自分達 よ りも移民 ・難民の生活や文化 ・言語の方が優

遇 されているという逆差別感 を抱 く人々は、不満 を抱 くことになる。また、経済 グローバ ル化

はオース トラ リアのよ うな経済的 には ミ ドルパ ワーに過 ぎな い国家 は、好 き嫌 いにかかわ らず

受 け入れなけれ ばな らな い現実で あるとして、オース トラリアの保守連 合も革新政党の労働党

もいずれ も経済 グローバル化を受 け入れる とともに、多文化主義 を支持 して いたのだか ら、経

済 グローバル化や多文化主義に不満 を感 じている人々の不満のはけ 口がないことになる。そん

な時に登場 してきたのがポー リン ・ハ ンソン ・ワン ・ネイシ ョン党であったt,)。
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(2)生 まれそ こなった共和国 と生 き延びた多文化主義

 ポー リン ・ハ ンソンはクィー ンズ ラン ドの郊外 の市会議員であったが 、こうした地方の人々

の不満を代弁す る形でアジア移民制限 と反多文 化主義 を唱えて大きな支持 を受 け、連邦下院議

員 となった人物 である。ハ ンソンは当選後、連邦議会で アジア移民制限 と反多文化主義 を論 じ

て知識人や 東南 アジアのマスコ ミか ら墾整 を買 った ものの、国民のなかには支持者 もいた こと

か ら、1997年 の4月 には ワン ・ネイ ション党 を結成 して本格 的な反経済 グローバ リズム ・反

多文化主義の政 治活動 を開始 した。 このハ ンソンの動きに対 して新 しく連邦政権 を奪取 したハ

ワー ド首相は、不愉快で はあるが言論 は自由で あるとしてハ ンソン批判を控 えた ことが、ポー

リン ・ハ ンソ ン ・ワン ・ネイ ション党 の勢 力拡大 を招 く原 因をつ くった と批判 されたが、 もと

もと経済改革推 進者のハ ワー ド首相は政権担 当2年 目か ら経済改革 を推進 し、ポー リン ・ハ ン

ソン ・ワン ・ネイ ション党 の活動余地 を広げていったのである。その結果、同党は1998年6

月のクィー ンズ ラン ド州総選挙で、州民の23%近 い支持 を受 け、11名 の州議会議 員を当選 さ

せるという芸当をや ってのけた。

 このワン ・ネイシ ョン党は、 しか しなが ら、同年10月 の連邦総選挙で は幸 いな ことに党勢

拡 大が急速過 ぎた こともあって、組織的な弱点 が目立ちは じめ敗退す るとともに、ハ ンソン自

身も落選す るというお まけがついて一段落 した。

 こうしてあ っけな くポー リン ・ハ ンソ ン ・ワン ・ネイシ ョン党騒動 は終わ りを告げたが、 し

か し、それは反 グローバ リズム ・反多文化 主義 を解消 した ことを意 味 しては いなかった。そ の

大きな影響は1999年11月 の国民投票に現れていた。 この国民投票はオース トラ リアの国家

元首を現 在の英国国王か らオース トラリア人の大統領 に変えて、立憲 君主国家か ら共和 国大統

領制 に移行 しよ うというものであ った。 しか し、 この動 きには、オース トラ リア経済 のアジ

ア ・太平洋国家化 と多文化社会への動きと連動 していた こともあって反対 も強か った。

 共和国家化 への動き を推進 したのは、キ ーティ ング 前労働党 首相で あったが、 この動 きは

1990年 代半ばには50%以 上の支持 を受けてはいた ものの、この共和国化 と経済 グローバル化、

そ して 多文化 主義化 が結 びついて いる ことか ら、かつて ワ ン ・ネイ シ ョン党 を支持 して きた

人々も反対運動 を進め るとともに、ハ ワー ド首相 自身が王統派であった ことか ら共和国化を求

め る国 民投 票 は否決 され る とい う事態 に立ち至 った。 こ うして、オース トラ リア経済 のアジ

ア ・太平洋国家化 とそれ にともな う多文化社会化への動 きはつ まずきを見せたため、多文化 主

義は終焉を迎えるか もしれないという不安が、1999年 には強 まった。

 このように1999年 に多文化主義危 うしとの観測が広がったのは、そ の年の4月 にハ ワー ド

首相が任命 したオー ス トラリア多文化 問題諮問委員会の レポー トが公表され た ものの、その委

員会 レポー トが打ち出 した多文化主義続行 を含む32の 勧告 をハ ワー ド政権が受け入れ るか ど

うかが注 目されたか らである。 しか し、1999年12月 の委 員会勧告への答申である 『新連邦

多 文 化 オ ー ス トラ リア 政 策 』(Department of Immigration and Multicultural Affairs,

1999)で 多文化主義政策の続行 は大筋で受け入れ られたので 、多文化 主義政策は21世 紀の最
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初の10年 間を生き延びることが確実 になった。

 それではなぜ多文化主義が受け入れ られ たのであろ うか。一つは2000年9月 にシ ドニー ・

オ リンピックが 予定 されてお り、そ のオ リンピック開催 のキ ャッチ フレーズには多文化主義で

環境 に優 しい民 主主義国家オース トラ リア とい う主張が込め られていた こともあ り、その看板

を下ろす ことは政治的に もマイナスである との判 断が あった と思われ る。 しか し最 も大きな理

由は、1999年 版多文化主義の正当化の論理をハ ワー ド首相 も否定できなかったか らである7)。

 そ の正 当化の論理は、民主主義国家で自由 ・平等や人権 を支持す るな らば、必 然的に多文化

社会にな らざる を得ないというものであった。オース トラリア国民 には市民権 が与え られて い

るが、市民であれば 自由 ・平等 を享受 できる。そ して、そ の自由と平等 には政 治的参加の権利

(第1世 代の人権)や 、経済的生活安定への権利(第2世 代の人権)に 加えて、文化 ・言語の

自由(第3世 代の権利)も 認め られ るはずだということが今回の報告でとくに強調 されたため、

自称民主主義者、人権主義者のハ ワー ド首相は否定できなかったのである。

 しか し、 この多文化主義の存続 ・発展 と多文化社 会化 をめ ぐって気になる問題 が近年大 きく

論 じられている。そ こで次にその点 に触れたい。

4.ハ ンソン論争 と情報化政策

(1)オ ース トラリアの情報化政策 とインターネ ッ トの利用状況

 世界的 にイ ンターネ ッ トが普及 しは じめ、インターネ ッ トを中心 として国家的情報化戦略 が

策定 されは じめるのは、1992年 に登場 したク リン トン政権 によ る全国情報基盤整備構想(N

II)の 一環 と しての 「情報 スーパーハイウェイ計画」が世界的に注 目を浴びてか らだが、実

際にインターネッ トが急 激に普及するのは1995年 以降であ り、マイ クロソフ ト社 によるウィ

ン ドウズ95の 発表が大きな影響 を与えているといわれて いる。そ の結果、オース トラリアで

もインターネ ッ トの普及が本格化するのは1995年 以降で、オース トラリアの情報化戦略 もそ

れ以 降 とな る。 さらに、1996年 に政権交代が生 じた こと、そ してそれ とともにハ ンソン論争

が 生 じた こと に加 え て 、 ハ ワー ド政権 は最 重 要 課 題 と して サ ー ビス ・消 費 付 加 価 値 税

(Goods and Service tax:G別 「)、いわ ゆる 「消費税導入」に全力をあげて いた ことか ら、

情報化政策の具体的計画 は遅れ をとっていた。

 情報化戦略 に関 しては、オー ス トラ リアでは、 日本 のかつての電電公社 にあた るテルス トラ

の民営化問題がマスコミを賑わ してお り、 日本のよ うにIT産 業戦略 とい うような形での情報

化 の議論は 目立ってはいな い。 しか しこれは、イ ンターネッ トが 日本よ り普及 して いるとい う

状況 を反映 しているといってよ い。つ まり、日本の個人普及率は2000年 で約20%で あるのに

対 して、オース トラリアの普及率は2000年5月 の時点で41%と なっていることか ら、政府が

大騒ぎする必要 はな い。他方、 日本では他の先進 諸国に比べてイ ンター ネッ トの 普及が遅れて

いるか らこそ、政府が 自 ら音戸 取 りを しな けれ ばな らな い とい う事態 にな って いたので ある
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(例 えば、学校へ の普 及率 も日本 は2000年9月 現在 で25%前 後なの にオース トラ リアは

55%前 後 となっている)。 オー ス トラ リアで はむ しろ、デ ジタルデバイ ドの方が気 にな りだ し

て いたという状況を反映しているか らだ とも考えられる。

 ハ ワー ド政権 による情報化戦略は、1998年1月 に予備 的報告書 と して 、それ までの関係団

体 か らの意見聴取 に基づいて概要 をまとめたもの を発表 した後 に、同年12月 に 『情報経済発

展のための戦略的枠組』(DCITA,1998)と して発表 した ものが、最初 の包括的な政策 となって

いる。そ の後、 この戦略的枠組 による情報化が どのよ うに進んでいるのか を評価する2つ の評

価 報告 書が、1999年7月(DCITA,1999)と2000年5月(DCITA,2000)に 公表され て情報

化の進捗状況が報告されている。

しか し、国際的 にはインターネ ッ トの普及が進む につれて普 及格 差 としてのデジタル ・デバ

イ ドが論 じられ るよ うにな った ことか ら、オース トラリアで もデ ジタル ・デバ イ ドの解消 は大

きな政策課題 とな りつつ ある。デジタルデバイ トとい う言 葉は、米国商務省情 報通信庁 の 『ネ

ッ トワー クか らこぼれ落 ちる』 と題 された報告書(第2回)が1997年 に発表された際に使わ

れて普及 した ものである8)。 とくに、情 報グローバ リゼー ションによる都市 と地方の格差ある

いは所得 によ る格差 としてのデ ジタル ・デバイ ドの存在がマスコ ミによって大 きく取 り上げ ら

れ るよ うにな ると、既 にみてきたような、反グ ローバ リズム と反多文化 主義論争 を中核 とする

ハ ンソン論争を再燃 しかねない。実際、ポー リン ・ハ ンソン ・ワン ・ネイシ ョン党 の活動は、

一度は収束 した ものの2001年 になると再活発化 しているのである。

 2001年2月10日 の西オース トラリア州の総選挙 においては約10%の 州 民の支持を受 ける

と同時に、翌週の17日 に実施されたクィー ンズラン ド州 の総選挙で も14%程 度 の支持を受 け

州議 会議員2名 を当選 させている。 また 、2001年 後 半に予定 されている連 邦総選挙 に再びポ

ー リン ・ハ ンソン自身が立候補する とい う動 きも表面化 しつつある。ハ ンソンの 当選確 率は・

今 回の二つの州総選挙結果か らみて も高 いものとな り、また一一騒動 もちあが りそ うである。

(2)リ ージョナル ・オース トラリアの情報化

 2001年2月 の2つ の州総選挙で は、反経済グ ローバ リズムに比べ て反多文化 主義論争 は大

きな争点にはな らなかったが、それは、州政府 には移民政策をコ ン トロールす る権限がないか

らに過 ぎな い。 しか し、ポー リン ・ハ ンソ ン ・ワン ・ネイ ション党が 、経済 グローバ リズムの

結果 として、地方の労働者や農民 ・牧畜業者が いかに苦 しんでいるのか という観点か ら、連邦

政策批判 を行 って支持 を高めた ことを重視す るな らば、連邦情報化政策 にお いて もこのハ ンソ

ン論争の動 きを無視す ることはで きな い。 とくに情報化戦略策定 と評価 のため に必要なイ ンタ

ーネ ッ ト普及状況調査がオース トラ リア統計局や通信情報技術産業芸術 省(全 国情報経済局)

によ って盛んに行われて いるが、そ こにお いて も都市 と地方 のデ ジタルデバイ ドの存在が確認

されている。 これはハ ンソン ・ワン ・ネイ シ ョン党の連邦グローバ リゼーシ ョン政策批判の争

点 として とりあげ られる可能性が高い。
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 今の ところポー リン ・ハ ンソン自身のメデ ィア ・リテ ラシーが高いのか低いのかはっき りし

ないので争点化の可能性 につ いては明確な ことはいえな いが、2000年11月 発表 の通信情報

技 術経済省全国情報経済 局(NOIE,2000a)に よるイ ンターネ ッ ト普及調 査の まとめ によ る

と、2000年5月 の調査時点では、成人人 口の41%が イ ンターネ ッ トにアクセス して いるが、

年齢別にみ ると18-24歳 が57%、25-39歳 で76%、40-54歳67%、55歳 以上で22%と

なっている。性別では、男性は76%、 女性 は71%で ある。そ して所得別では、年収4万 ドル

以上の成人人口の70%に 普及 して いるの に対 して、それ以下では40%に 過 ぎな い。また、雇

用中の者 は59%で 失業中の者は23%と なってお り、社会的属性面でのデジタルでバイ トの存

在が確認されている。

 とくに都市 ・地方の格差 はハ ンソ ン論争 との関連か らみて も重要なポイ ン トになるので次 に

そ れ をみ てみた い。都市 と地方 の格差 は、都市(世 帯数 の37%)と 非 都市地域(世 帯数 の

26%)の 問だ けではな く、州都 間の プロバイ ダー の数 の比較 にも現れ ている(キ ャンベ ラは

利用 人口割 合がオース トラリアで一番高 い)。 プロバイ ダー の数 はイ ンター ネ ッ トサー ビス の

価格やサー ビスの幅 にも影響す るので格差は問題である.ま た、イ ンター ネッ トへのアクセ ス

面で も地域性が第1の 障害 とな って いることも明 らか にされて いる(主 な問題 として地理的 ・

物理的 アクセス障害47%、 教育 ・訓練不足27%が あげ られて いる)。 また、都市の企業 と地方

の企業のパ ソコン利用面でも差が出ている(都 市では87%、 地方では80%)。

 最近で はシ ドニー、メルボル ン、 ブリスベ ン、ホバー ト等の東南部州都 に比べ、ダーウィン

やパースなど地方州都で も利用率 は高 まりつつあ り、オース トラリアの都市間格 差は時間の経

過 とともに縮小 して はいるものの(NOIE,2000a:12)、 デジタル ・デバイ ド言説は一般 国民 を

不安に陥れ る可能性が高 いことか ら論争 にな りやす い。なぜな らば、インターネ ッ トの普及 と

オ ンライ ン上の経済活 動(Eコ マース)の 活発 化は、グローバル経済 におけ るオース トラリア経

済 の活 性 化 と生 き残 りをか けた も のだ と連 邦政 府 は 、 しば しば主張 して い るか らで あ る

(DC ITA,1998:6-8)0

 しか し、情報格差 としてのデジタルデバイ ドそのものは一過性の もので、ある程度普及率が

高 まれば格差 は解消の方 向に進む との議論 もあ る(木 村,2001:36)。 実際、デジタルデバイ ド

という概念 を普及 させた米国商務 省のイ ンターネ ッ ト普及調査 もデジタル デバイ ドの縮小傾向

を認めてはいるが 、普及 しただけで はな く問題はそれをいか にネ ッ トワー ク化 してネ ッ トワー

ク隣接性 を高めて 、それ らを効果的 に利用できるか どうか というメディア ・リテ ラシーの格差

は残 るとい う観点か ら、デ ジタルデバイ ドの将来への楽観 は許 されない とす るものもいて、 こ

の問題 は軽視できない(木 村,2000:150-6)。 オース トラリアの場合、先 に指摘 したよ うにメ

ディア教育の進 展の遅れがイ ンター ネッ ト普及の障害になって いると指摘 されて いることは注

目すべ きである。地方 にお ける教育 問題 はオース トラリアの積年の課題でもあ り、各州政府 ・

地方 自治体政府 によるイ ンターネ ッ ト普及政策の47%は 、地方 オース トラ リアのアクセス体

制強化が ターゲ ッ トになっている(NOIE,2000b)。
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 また先に、歴代 のオース トラリア政府がテルス トラの民営化 を逡巡 している ことを論 じた。

それは連邦労働党の場合にはテルス トラ労働組合の力が強いことが大きな原因であったが、自

由党 ・国民党連合にとっては、人口密度の低い大陸奥地の地方在住者にとり、テルス トラの民

営化は電話サービスの劣化と電話代の高騰を招 くとの不安があり反対が強 く、その反対がワ

ン ・ネイション党勃興の大きな原因となっているからである。今回の総選挙においても、昨年

後半から今年にかけてガソリン価格が高騰したが、連邦政府は経済自由化 ・規制緩和を盾にと

って価格管理規制を行わず、経済の動きに任せて地方在住者の怒 りを買ったことや、酪農産業

の自由化を推進したことなどが州総選挙でのワン・ネイション党復活原因となっていることを

考えると、地方オーストラリア情報化対策は扱いを間違えるとハ ンソン論争の火に油を注ぎか

ねない。実際、テルストラの民営化は地方電話料金の高騰を招くとの不安もあり、重大な争点

となっており、自由党 ・国民党政府の自由化政策が滞っているのである.

5.お わ りに

 反多文化主義の動 きが強くな ると問題であ る。つ ま り、情報化政策諮問委員会が1997年 に

発表 した報告 書(IPAC,1997)の 中でオース トラ リアの優位性 の一つ として上げたよ うに、 オ

ース トラリアは英語 を国語 と定めなが らも、同時 に多文化 ・多言語社会である という点 を考え

ると、イ ンターネ ッ ト ・ウェッブ上では英語が重要な地位 を占めて いるとうい う点 に加 え、他

の言 語へのアクセス能 力が高 いとい う利点 を享受できる立場 にいるが(DCITA,1998:6)、 反

多文化主義論争 によ ってその利点が失われるのは国益 の面で も大きな損失 とな るに違いない。

今後、文化のグローバ リゼーシ ョンとオース トラリアの情報化政策を考 える上で、以上の問題

は見過 ごす ことはで きな い。ハ ンソン自身 もい うよ うに、外国人労働者を受 け入れ ようとする

日本にお いても似たような問題が発生する可能性 は高い。
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